
 

 

平成２７年度政務活動費収支報告書 

 

               会 派 名   市 民 ク ラ ブ   

 

１  収   入   政 務 活 動 費  ３ ６ ０ ,０ ０ ０  円  

 

２  支   出  

（ 単 位 :円 ）  

科    目  金     額  備       考  

調 査 研 修 費   －   

調 査 旅 費  270,209円  

■ 平 成 27年 8月 18日 ～ 19日  

18日  神 奈 川 県 相 模 原 市  

 19日  山 梨 県 笛 吹 市  

 費 用 ： 63,724円  

■ 平 成 27年 11月 24日 ～ 25日  

 24日  山 梨 県 立 リ ニ ア 見 学 セ ン タ ー  

25日  静 岡 県 浜 松 市  

費 用 ： 85,345円  

■  平 成 28年 1月 26日 ～ 28日  

26日  香 川 県 三 豊 市  

 27日  香 川 県 丸 亀 市  

 28日  岡 山 県 岡 山 市  

費 用 ： 121,140円  

資 料 作 成 費 －   

資 料 購 入 費 3,800円  書 籍 ： 景 観 ま ち づ く り の 軌 跡  

広 報 費 －   

広 聴 費 －   

その他の経費 －   

合 計 274,009円   

 

 ３  残   額       85,991 円  

 

(注 )備 考 欄 に は 、 主 た る 支 出 の 内 訳 を 記 載 す る 。  





































別記様式・添付資料 

 

 
 

平成２７年度会派視察報告書 

 

 

 

１．期   日 

   

 平成 27 年 8 月 18 日（火）～8 月 19 日（水）  

   

   

   

 

 

２．視 察 先 

   

 8 月 18 日 神奈川県相模原市  

 8 月 19 日 山梨県笛吹市  

   

   

 

 

３．目   的 

   

 18 日 ﾘﾆｱ中央新幹線神奈川県駅周辺整備並び  

    車両基地周辺整備について  

 19 日 ﾘﾆｱ中央新幹線関連対策について   

   

 

 

 

４．参加者氏名 

   

 吉村 久資  

 櫛松 直子  

 牛田 敬一  

   

   

   

 

 

 

 

 

５．説 明 内 容  

   

 別紙参照  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  ※添付できる資料がありましたら、報告書に添付してください。 

 



 

            先進地視察報告 

                                                                    平成２７年 8 月 18 日 

                                  市民クラブ：吉村久資・櫛松直子・牛田敬一 

                                   

1.日 時 ：平成 27 年 8 月 18 日（火）13：00～16：30 

2.場 所 ：神奈川県相模原市役所 

3.内 容 ：リニア中央新幹線神奈川県駅周辺整備事業並び車両基地周辺整備について 

3-１.橋本駅周辺のまちづくり等開発計画     

橋本駅周辺整備計画の概要 

相模原市広域交流拠点計画 

3-2.トンネルから発生する残土の利用 

具体的な活用方法 

埋設場所の選定 

3-3.車両基地 

工事用道路または現道拡幅計画 

車両基地周辺の開発と利活用 

【質疑】   

質疑：建設発生土の処理計画は？ 

答弁：リニア事業内・他事業での利用を想定し計画している。 

質疑：新たな発生土置き場の設置に対する考え方は？ 

答弁：調査及び影響検討を実施した上で、必要な環境保全措置、事後調査及びモニタリングの計画を策定。 

質疑：建設発生土の今後の課題は？ 

答弁：発生土の再利用の十分な検討・周辺道路への影響、安全対策等。 

質疑：車両基地周辺の住民の要望は？ 

答弁：車両基地による地域分断の回避・日照問題に配慮した盛土や法面の形状・地権者の意向に沿った代

替地の斡旋、確保・工事中における小学校の教育環境、交通安全・工事用道路の整備、拡幅等 

質疑：トンネル工事に伴う水枯れ問題は？ 

答弁：トンネル計画路線周辺の井戸・湧水・河川を調査 

 

 

【所見】  

相模原市の広域交流拠点基本計画が進んでいるのは、JR 側に積極的な提案をするなどトップの営業力が

影響しているように感じた。 

                                                         以上 

 



 

1.日 時：平成 27 年 8 月 19 日（水）10：00～1５：00 

2.場 所：山梨県笛吹市役所 

3.内 容：リニア中央新幹線関連対策について 

3-1.トンネルから発生する残土の利用 

具体的な利活用 

埋設場所の選定 

3-2.建設工事 

工事用道路の建設と活用 

土地利用規制 

3-3.観光客誘致 

 

【質疑】   

質疑：残土運搬にかかった期間は？ 

答弁：約２年 

質疑：運搬車両の通行量は？ 

答弁：１日あたり最高４５０台で協定を結んだ。 

質疑：リニア実験線工事に伴う問題は？ 

答弁：減渇水が発生した地区が多くあった。（全地区応急対策を行った） 

    日陰問題は、３年間の果樹（ぶどう・桃）調査を開始。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【所見】  

 工事終了後の仮設道路の撤去について、市民の存続要望があり、問題が発生していた。このような事例を 

参考にしながら今後の取り組みに活かしていきたい。 

                                                              以上 



別記様式・添付資料 

 

 
 

平成２７年度会派視察報告書 

 

 

 

１．期   日 

   

 平成 27 年 11 月 24 日（火）～11 月 25 日（水）  

   

   

   

 

 

２．視 察 先 

   

 11 月 24 日 山梨県立リニア見学センター  

 11 月 25 日 静岡県浜松市  

   

   

 

 

３．目   的 

   

 24 日 ﾘﾆｱ中央新幹線試乗  

 25 日 行財政改革について  

   

   

 

 

 

４．参加者氏名 

   

 吉村 久資  

 櫛松 直子  

 牛田 敬一  

   

   

   

 

 

 

 

 

５．説 明 内 容  

   

 別紙参照  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  ※添付できる資料がありましたら、報告書に添付してください。 

 



  

            先進地視察報告 

                                                                    平成２７年 11 月 24 日 

                                  市民クラブ：吉村久資・櫛松直子・牛田敬一 

1.日 時 ：平成 27 年１１月 24 日（火）11：00～ 

2.場 所 ：山梨県立リニア見学センター 

3.内 容 ：リニア中央新幹線試乗 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【所見】  

車内は、新幹線より一回り小さく感じた。 

騒音・振動は、新幹線と比べても変わらないレベル。 

窓は、飛行機の様に2重構造に見えた。 

乗降口の詳細が分からなかったが、新幹線の様なホームではなかった。 

殆どがトンネルのため、移動手段にすぎない。このため、ビジネスマンの利用は期待されるが、一度乗った観

光客は、富士山を見ながら楽しい旅行を選ぶのではと思った。 

以上 



  

 

1.日 時：平成 27 年 11 月 25 日（水）10：00～12：00 

2.場 所：静岡県浜松市役所 

3.内 容：行財政改革について 

 3-1.行政経営計画の進行管理 

進行管理は、半期ごとに進捗状況を評価。議会・諮問機関に報告。ＨＰに掲載   

3-2.外郭団体への関与 

外郭団体コミットメントによる管理 

3-3.附属機関の適正化 

附属機関の設置及び運営に関する基本方針を策定 

3-4.民間活力の導入 

民間活力の導入に関するガイドラインを策定 

3-5 タスクフォース（組織横断的な業務改善）の実施 

関連課を加えたプロジェクトチームにより組織横断的に改善を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【所見】  

自治体の組織に経営推進担当を設置していることに驚いた。 

外郭団体の管理等、フロー図で判断基準が誰にでも分かるようになっている。見える化。 

ひと・もの・かねを意識し、持続可能な都市を目指し取り組んでいる。 

タスクフォースと称して、横の繋がりを大切にして全員で効果を上げる組織を形成している。 

極力、民間の力を活用する工夫がなされている。 

職員がやらなければならない事と委託するものを明確にしている。 

   今回の視察をヒントに中津川市に提案する。 

                                                              以上 



別記様式・添付資料 

 

 
 

平成２７年度会派視察報告書 

 

 

 

１．期   日 

   

 平成 28 年 1 月 26 日（火）～1 月 28 日（木）  

   

   

   

 

 

２．視 察 先 

   

 1 月 26 日 香川県三豊市  

 1 月 27 日 香川県丸亀市  

 1 月 28 日 岡山県岡山市  

   

 

 

３．目   的 

   

 26 日 まちづくり推進隊について  

 27 日 行政改革プランついて  

 28 日 電子町内会について  

   

 

 

 

４．参加者氏名 

   

 吉村 久資  

 櫛松 直子  

 牛田 敬一  

   

   

   

 

 

 

 

 

５．説 明 内 容  

   

 別紙参照  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  ※添付できる資料がありましたら、報告書に添付してください。 

 



    先進地視察報告 

平成 28 年 1 月 26 日 

市民クラブ：吉村久資・櫛松直子・牛田敬一 

1.日 時：平成 28 年 1 月 26 日（火）13：15～16：00 

2.場 所：香川県三豊市 

      人口・・６８,４６８人 

      面積・・２２２ｋ㎡ 

      産業・・農業/林業/漁業 

3.内 容：まちづくり推進隊について 

  3-1.目的：少子高齢化と財政難を打破する人材 

活用を調査 

  3-2.背景：行政と住民の双方に「おまかせ」や「お 

うかがい」、「おねだり」や「おしつけ」が蔓延している。そこで、行政が将来を見据えた

施策を打ち出して、住民がそれにしっかり応えている。 

  3-3.まちづくり推進隊 

・支所業務を法律に規定された業務と法律に規定されない業務に分類し、規定されない業務

をまちづくり推進隊が受け持つ。地域の実情に応じ、自主的に地域課題の解決を図る実践

組織。 

※行政側が人口動態や高齢社会と生産年齢人口の関係、および普通交付税が減少する

社会変化に伴う課題と解決手法を実践している。 

※人口減少→自主性の高い人財の発掘 

※歳入減少に伴う歳出見直し→総人件費削減・組織改革・支所機能の見直し 

※自治会の限界→新しい公共NＰO等の育成 

・公共サービスと行政サービスは違うことを区別し、それぞれ取り組んでいる。 

・三豊市では、政策部の中に田園都市推進課を設置、本庁と支所の業務を明確化した。 

・規定されない業務をまちづくり推進へ移譲→交付金交付 

・交付金は、旧支所単位に1000万円と人口割りで算出。 

交付金の使途は、人件費が50％。残りは事業費。 

   3-4.まちづくり推進隊の業務 

独自の事業・・・里山整備/自主防災活動/子ども寺子屋/生活弱者支援/就業支援研修 

指定管理者/有料健康教室/観光マップ販売/特産品販売 

三豊市から移譲される業務・・・自治会連合会事務局/地区衛生組織事務局/防犯灯管理業 

        務/交通安全業務 

  3-5. まちづくり推進隊の数 

      合併前の地域（支所）毎に設置（７箇所） 

4.所見 

・行政コストの削減と地域活動の活性化(法人化)に取り組み、経費削減を実践している。 
・トップの考えと職員の思いが一致している。 
・やらせではなく、これまでの経緯を分かりやすく理解させ、まちづくり推進を紹介して、楽しみな
がら活動している。 

・行政サービスとあったらいいなという事業をそれぞれ官民連携で新たな価値を創造している。 
・中津川市もこのような事業を研究し、行政コストの削減を推進するように提言していく。 

以上 

 

 



 

1.日 時：平成 28 年 1 月 2７日（水）９：45～11：00 

2.場 所：香川県丸亀市 

      人口・・１１３,４５５人 

      面積・・１１１ｋ㎡ 

      産業・・農業/工業/商業 

3.内 容：行政改革プランについて 

3-1.目的：財政健全化を最重要課題として、歳出   

の抑制と歳入の確保のため策定をした。 

3-2．背景：人口減少と少子高齢化が進行しており、将来的な税収など歳入不足と社会保障費

の増大による負担増が懸念されている。また、インフラの老朽化による経費の増加など

から、限られた財源を効率的に運用し活用する財政運営が求められている。 

3-3.丸亀市行政改革プラン 

    ・第一次行政改革プラン（平成 17 年度～平成 21 年度）、第二次行政改革プラン（平成 22 年

～平成 26 年度）、第三次行政改革プラン（平成 27 年度～平成 29 年度）までの三年間の計

画。 

    ・第一次行政改革では「目標管理」を行うにあたって、平成 17 年管理職職員を対象とした人事

考課研修を実施。 翌年、部長級、課長級職員を対象に目標管理を導入、その後各級の職

員へも研修時に各自のチャレンジ目標を設定。 

    ・第一次行政改革プランでは、公用車台数の見直し、ゴミ有料化、イベントの見直し、市議会

会議録の製本廃止など経費削減を細かく行った。 

    ・第二次行政改革では、財政の健全化・人材の育成・組織の最適化を目標に取り組んだ。 

    ・第二次行政改革までにおける効果としては 127 億円と算出されている。余剰となった分の半

分は基金へ積立。 

    ・公共の施設数は 665。統廃合は「公共施設管理計画」を策定し進めている。 

    ・外部人材の登用や行政評価（外部評価）の見直しなどによる事業スクラップを行っている。 

    ・庁議（特別職、部長職など）や他の庁内会議の他、特定の政策課題については部の枠組み

プロジェクトチームを設置し対応。また課題提案に対して公募の若手職員がまちづくり研究チ

ームを結成できる制度がある。今までに駅前中心市街地活性化、競艇場の活性化などに取り

組んだ。 

    ・職員数は適正化計画を策定して管理をしている。平成 17 年には 1,203 人であった職員数を

平成 26 年には 945 人まで減らしたが、減少が過度であったため、平成 30 年度には 980 人と

する計画。 

所見 

   ・第一次から第二次の計画では、細かな点まで経費の削減などを主に行ってある程度の効果が

出たと考えられる。中津川市としても、今一度見直す部分があるのではないかと感じた。 

   ・今後、さらに大きな効果を出すためには、大幅な事業のスクラップアンドビルドが必要であると

感じたが、中津川市でも同様であると思う。 

          以上 

 

 

 

 



 

1.日 時：平成 28 年 1 月 28 日（木）９：15～11：00 

2.場 所：岡山県岡山市 

      人口・・７０６,３６８人     面積・・７８９ｋ㎡ 

      産業・・農業/工業/商業 

3.内 容：電子町内会について 

 3-1.目的：市民の自立的 ICT 活用を効果的に推進 

         するため、地域づくりの母体である町内会 

         を実証の場に選び、市民の ICT 活用を 

         実践する。 

   3-2.背景：岡山市の町内会加入率が 90％と高く、町内会組織がしっかりしており、且つ岡山市連

合町内会事務局を岡山市が担っていることから、町内会との関係が深い。また、既に

リアルの場が存在しており、バーチャルの場への活用がされやすい。 

  3-3.概要 ・岡山市がサーバ・システムを町内会に提供し、町内会は会長・実務責任者・ウェブサ

イト管理者を選任し、町内会が独自の活動として行う。（行政は関わらない） 

     ・電子町内会システムサイトは二本立てとなっている。 

      ➀町内会ウェブサイト（外向け＝ＰＲのため） 

       ※町内会だけでなく、世界中の人々が閲覧できるウェブサイト。 

（町内会紹介、地域自慢、活動紹介等） 

      ②会員専用サイト（内向け＝交流のため） 

       ※電子町内会の会員個々に割り当てられた ID・パスワードが無ければ閲覧・利用できな

いウェブサイト。 

        （電子掲示板・メール一斉配信、電子アンケート、各種お知らせ、カレンダー等） 

  3-4.経緯 ・平成 14 年７つのモデル町内会（連町１・単町６）でスタート。 

     ・経済産業省「IT 装備都市」補助金を利用。 

     ・平成 15 年度総務省「e まちづくり」交付金を活用してシステム改良。 

     ・平成 28 年１月 4 日現在の総会員数 7,177 人（37 連合町内会、42 単位町内会） 

     ・平成 27 年 12 月の月間総アクセス数 17,467 件、総書き込み（発言）数 164 件。 

  3-5.活用事例 

     ・問題解決＝町内のお互いに知らない人同士によって課題提示と解決がなされた。 

     ・地域交流＝地域文化継承と世代を超えた交流の様子を紹介。 

             電子掲示板を通じて「〇〇会（同好会やボランティア）の発足。 

     ・安全、安心＝防犯マップの作成、振り込め詐欺、自転車盗難等の注意喚起を掲載。 

     ・連携協力＝行方不明者の情報掲載による捜索協力。 

     ・地域紹介＝地元の名所旧跡、特産品の紹介。 

  3-6.担当課の所見 

     ・当初は、紙で配布している市からの回覧物（広報紙等）を電子町内会を通して配布すること 

などを理想に揚げていたが、電子町内会自体の普及が低迷しており、他施策への波及効果

は望めないが、地域の活性化につながっているケースもある。 

4.所見 ・市からの情報伝達の手段と考えるが、町内会等への未加入者、IT 弱者対策が必要。 

      ・町内会内の活性化には効果が期待できるが、外との相互送信システムの構築が必要。 

      ・町内会長と管理者の「やる気」と考えるが、付加機能を考案しないと当市では厳しいと考え

る。                                                  以上 


